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セッション 1「アジア太平洋の安全保障環境」 
 まず、インド側からアフガニスタン情勢についての報告があった。アフガンの情勢は不

安定である。アフガン国内では依然としてタリバンの影響力が強く、中国と強い連携を保

っている。最近のアフガン情勢は安定しつつあるが、これは米軍の治安統治によるところ

が多く、アフガン政府の統治能力はまだ不十分で、米軍撤収後に安全を維持できるか不明

である。アフガンには資源があるので、国内情勢が安定すれば投資価値はあるが、場合に

よっては崩壊の可能性もある。今後のアフガン情勢を左右するのは、米英仏ロサウジアラ

ビアの動向であり、特にロシアの影響は大きい。アフガンには、イラン、ロシア、インド

が武器や資金を提供している。中国は様子見をし、パキスタン経由で投資を増やしている。 
 次に、日本側から中国の海洋進出に関する報告があった。元々アジアではシーパワー（日

米）とランドパワー（中ロ）が拮抗していたが、中国の海洋進出によって変化が生じてい

る。米国のリバランスもこの動きに呼応したもので、軍事力を北東アジアから南東アジア

にシフトさせている。中国のアクセス拒否という概念は米側の概念であって、中国はこれ

を介入阻止と呼んでいる。インドは中国の「真珠の首飾り」に対抗して、「ダイヤのネック

レス」という概念の下で海外拠点の構築を検討している。中国海軍は列島線防衛という概

念も否定しており、近海から遠海における作戦行動能力を高めようとしている。中国はア

クセス拒否の一環として自国の EEZ 内での外国軍の自由航行を拒否している。中国海軍の

課題としては、対潜水艦作戦能力の欠如、信頼できる同盟国がないことが挙げられる。 
 最後にアメリカ側から、アジア重視戦略に関する報告があった。アジアは広大で、経済

的にも重要な地域であり、クリントン国務長官はこの地域における総合的な戦略を提言し

ている。しかし、この地域では、経済や漁業など各分野でルールに基づかない行動が取ら

れるため紛争も起こっている。農業生産性も低下し、中国内陸部の砂漠化などの環境問題

も山積している。この地域に駐留する米軍の役割は拡大しており、安全・安定に貢献して

いる。地域各国は基地や施設、訓練場の共同使用を通じて、共同対処能力向上を図るべき

である。トモダチ作戦での協力は成功したが、日米の共同対処態勢に多くの教訓も残った。 
 
セッション２「地域安全保障協力」 
 まず、日本側から海上交通路の安全確保に関する国際協力の必要性が提起された。海洋

をめぐる問題は、領有権紛争や，中国の海洋進出、海賊、大量破壊兵器の輸送など多岐に

わたっている。海洋の安全保障は、軍事安全保障だけでなく、経済安全保障にとっても重

要である。アジアの海洋安全保障は日米同盟を中心に維持されてきたが、今後は拡大アジ

アという概念の元で、東西のベクトルでは日米印の海洋協力、南北のベクトルでは日米豪

の海洋協力が必要となる。それらに基づいて、地域における海洋協力を拡大し、海上交通

路の安全を確保することが重要である。 
 次に、アメリカ側から海兵隊の地域への関与に関する報告があった。海兵隊は 1940 年か

らアジアを重視しており、リバランスは海兵隊にとって新しい概念ではない。近年海兵隊



は同盟国や友好国との訓練を通じた地域への関与の拡大を目指している。それにともない、

海兵隊は部隊の分散を進め、それによる共同訓練機会の拡大と抑止を目指している。沖縄

の海兵隊は第3海兵遠征軍の司令部と第31海兵遠征部隊を中心に1万人程度に縮小される。

グアムは第 3 海兵遠征旅団の司令部が置かれ 4700 人が駐留する。ダーウィンには将来的に

2500 人の海兵遠征部隊が創設される。ハワイには 8000 人の海兵遠征軍が駐留する。日本、

韓国、タイ、フィリピンでの訓練機会を拡大し、グアムの訓練施設の近代化を図っている。

問題は、軍事予算が削減される中で、オスプレイなど新型装備の購入費と運用費が高騰し

ていることである。作戦コストを削減するための諸策が必要となっている。 
 最後に、インド側から中国の台頭と安全保障のジレンマについて報告があった。中国の

経済力は拡大を続け、世界 2 位の規模になった。それにともない、世界における影響力を

強めるとともに、周辺諸国に対する強硬な姿勢も隠さなくなっている。特に核心的利益と

みなす対象を拡大していることが周辺諸国との摩擦につながっている。これに対し、地域

各国の対応はバラバラで中国につけいる隙を与えている。今後は、中国がアメリカの力を

相対化させ、地域で支配的な国家になる可能性がある。一方、金融危機や経済成長の停滞

によって中国の力が低下し、地域諸国との融和を目指す可能性もある。 
 
セッション３：新しい安全保障問題 
 まず、アメリカ側から南シナ海問題に関する報告があった。南シナ海は海運と資源開発

の両面で重要な海域だが、中国が 8 割に及ぶ管轄権を主張し、沿岸国であるベトナムやフ

ィリピンから武力によって領土を奪い、また利用国であるアメリカやインドの軍艦や航空

機の行動を妨害して緊張を高めてきた。中国の歴史的領有に基づく主張は国際法上認めら

れず、また領有を主張している岩は満潮時に水没するため、排他的経済水域や大陸棚の基

点とはなり得ない。中国の強硬な姿勢に対しては、まずアメリカが指導力を発揮し、海洋

自由への挑戦に毅然と対抗し、日本やインドとも連携を強化する必要がある。また、米比

同盟の文脈では、明らかにフィリピン側の主張に国際法的な合理性が見られるため、フィ

リピンの主張を支持すべきである。南シナ海のルール作りでは、ASEAN を中心に多国間の

枠組みを推進するのが望ましい。 
 次に、日本側からエアシーバトルに関する報告があった。中国のアクセス拒否戦略に対

抗して、アメリカはエアシーバトルを研究している。エアシーバトルは陸海空宇宙サイバ

ー空間を横断して相乗効果を生み出すことを目的としており、統合部隊による作戦だけで

なく、同盟国とのシームレスな共同作戦が必要となる。日米印によるエアシーバトルは、

アメリカの作戦能力を向上させ、アジア各国に安心を与え、中国に建設的かつ責任ある行

動を取らせるのに有益である。そのためには、3 カ国間で海上監視情報、宇宙状況識別、サ

イバー空間情報の共有が不可欠であり、共同訓練も必要である。 
 最後に、インド側から宇宙安全保障及びサイバー安全保障についての報告があった。宇

宙もサイバー空間も人間の経済活動に多大な影響を及ぼす。宇宙空間はすでに軍事化が進



められており、戦争の性質を根本的に変容させつつある。このため、宇宙空間への安全な

アクセスとその利用、宇宙を基点とする脅威の排除のため、行動規範が必要である。その

中には、宇宙ゴミの問題や、民間による利用、軍事利用の規制などが含められるべきで、

一方で捜索救難や気象予報、銀行取引や軍備管理の監視等に宇宙を利用できるようにする

ことが望ましい。サイバー空間に関しては、安全保障のための新たな枠組みの構築を二国

間ベースだけでなく、多国間で進める必要がある。また、悪意あるプログラムで乗っ取ら

れたボットネット対策やクラウドサービスの安全対策を早急に行わなければならない。特

に、中国のサイバー攻撃の脅威は現実のもので、日米は生産拠点を中国からインドやその

他の友好国に移す必要がある。 
 

（了） 


